
第１　教育研究上の質の向上に関する目標を達成するための措置

１　教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育の内容に関する目標を達成するための措置

 ①入学者受入方針に関する具体的方策

 ＜入試制度＞

1 　国際地域学部及び国際経済学部で推薦要件（学習成績の状況）を変更し
て実施する令和５年度入試について、高等学校に周知を徹底するとともに、そ
の結果を検証する。

入試広報課

2 　アドミッション・ポリシーに基づき、学力の３要素を多面的・総合的評価する入
学者選抜を実施する。

入試広報課

 ＜広報活動＞

3 　ウェブ等を活用した広報や高校訪問、高大連携事業等を通じ、本学の魅力
や教育内容を伝えるとともに、入試制度変更の２年前予告制度に基づく入試
の変更点について周知する。

入試広報課

4 　各学部のアドミッション・ポリシーや特色、入試制度等を、オープンキャンパス
及び説明会等により発信する。

入試広報課

 ②教育課程に関する具体的方策

 ＜全学共通＞

5-1 　アクティブラーニング等の手法を取り入れるなど課題解決型の授業を実施
する。

教務学生課

5-2 　学内での授業と関連付けて地域・社会等の実践の場で学習に取り組む科目
を展開する。

教務学生課

6 　ＡＣＥプログラムを着実に実施するとともに、英語資格試験について周知し、
学生に新たな評価基準に基づいた英語学習の目標を意識させる。

国際交流課

 ＜国際地域学部国際地域学科＞

7-1 　学生の興味・関心や将来の進路に応じた履修指導を行う。 教務学生課

7-2 　学部における教育の目的を踏まえて設定された「国際関係」「比較文化」
「露中韓」の３コースの教育課程を実施するとともに中学・高校教諭一種免許
状（英語）の取得希望者にも対応する。

教務学生課
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 ＜人間生活学部子ども学科＞

8-1 　資格や免許取得への意識付けや、将来の進路等に対応した履修指導を行
う。

教務学生課

8-2 　学部・学科における教育の目的を踏まえた教育課程を実施するとともに、幼
稚園教諭一種免許状、保育士資格の取得や社会福祉士国家試験受験資格
の取得にも対応する。

教務学生課

8-3 　社会福祉士国家試験受験への準備を支援する。 教務学生課

 ＜人間生活学部健康栄養学科＞

9-1 　学生の興味・関心や将来の進路等に対応した履修指導を行う。 教務学生課

9-2 　学部学科の教育の目的を踏まえた教育課程を実施する中で管理栄養士養
成課程を確実に実施し、栄養教諭一種免許状の取得にも対応する。

教務学生課

9-3 　管理栄養士国家試験受験への準備を支援する。 教務学生課

 ＜国際経済学部国際経済学科＞

10-1 　学生の興味・関心や将来の進路に応じた履修指導を行う。 教務学生課

10-2 　1年次については、入門科目における導入教育、入門演習Ⅰ・Ⅱ等による履
修指導を行い、学生の興味・関心に応じたコース選択ができるよう指導する。
2年次については、1年時の入門演習Ⅰ・Ⅱ担当教員が、３年次については専
門教員が学生が選択したコースにおいて適切な科目履修ができるように指導
を行う。

教務学生課

 ＜大学院国際地域学研究科＞　

11 　新型コロナウイルス感染症の流行状況を注視しつつ、大学院の教育活動の
充実を図るべく、令和3年度に開始した国内外の他大学との連携の取組を進
める。

教務学生課

 ③教育方法に関する具体的方策

12 　地域社会や産業界と連携した授業を実施する他、ICTを活用した多様な形
態で授業を展開する。

教務学生課

13 　シラバスにおいてディプロマポリシーとの関連や成績評価方法を明示し、厳
正な成績評価を行う。

教務学生課



 ①適切な教職員の配置等に関する具体的方策

14 　教職員の専門性を高めるために必要な研修の情報を提供するとともに、そ
の受講を働きかける。

総務課

 ②教育環境の整備に関する具体的方策

15 　新図書館に設置したラーニング・コモンズについて、周知や利用促進を図
る。

教務学生課

総務課

16 　各学部の需要を踏まえた上で、全体的なバランスを考慮した電子ジャーナ
ル、電子ブック等の充実を図る。

教務学生課

 ③教育活動の評価と改善に関する具体的方策

17 　教育内容や実施方法の改善を図るため、「授業改善のためのアンケート」を
WEB形式で実施し、その結果を各教員にフィードバックするとともに学内に公
表する。

教務学生課

18 　教員間の情報共有を図りながらアクティブ･ラーニングやICTの活用を推進す
るため、公開授業やFD委員会主催の研修会等を実施する。

教務学生課

 ④教育の質の向上に関する具体的方策

19 　質の高い教育を提供するため、情報化社会の進展等、社会情勢の変化に
対応した教育の充実を図る。

業務推進部
企画課

 ①学習支援に関する具体的方策

20 　早期に学生の学修意欲を高めるため、入学前体験学習会や推奨図書の紹
介等に取り組むとともに、オリエンテーションを実施する。

教務学生課

21 　従来の直接研究室を訪れるオフィスアワー制度を継続する他、ICTを活用し
た学修指導、相談を取り入れ、学生のニーズに合った指導を行う。

教務学生課

22 　留学生向けの日本語学習や相談窓口となる日本語支援室を引き続き運用
するとともに、生活・心理面での支援を実施する。

教務学生課

23 　新型コロナウイルス感染症流行の状況及び大学全体の方針に配慮しつつ、
必要に応じて多様で柔軟な授業形態、開講時間を設定する取り組みを行う。

教務学生課

24 　新型コロナウイルス感染症の感染状況に鑑みながら、休日開放の拡充等に
ついての検討を進める。

教務学生課

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置



 ②生活支援に関する具体的方策

25 　各種奨学金について、適切に周知を行うとともに、引き続き修学支援制度等
を通して授業料等の経済的支援を行う。

教務学生課

26 　学生生活実態に関する調査等を実施し、学生の生活実態等を把握するほ
か、学生の自主企画への助言や課外活動の支援等を行う。

教務学生課

27 　保健室や健診機関と連携して、定期健康診断の受診を徹底する。
  また、保健室から相談室や健康相談の利用等について情報提供を行う。

教務学生課

 ③就職・進学等支援に関する具体的方策

　　　　授業料及び入学金検定料による収入

28 　1・2年生を対象とした低学年向けのキャリア支援講座を継続して行うととも
に、「低学年対象インターンシップ等交通費助成事業」や「ボランティア・地域
活動、インターンシップのしおり(R4改訂版)」を活用し、課外活動等への参加を
奨励する。

就職キャリア支援課

29 　就職環境の変化や学部学科の実態等を踏まえ、キャリア支援講座や就職
支援の見直しを行い、更なる充実を図る。

就職キャリア支援課

30 　県内の産業・企業の理解を深めるための講座等を継続して行うとともに、学
内求人システムを活用した情報収集・提供を行う。

就職キャリア支援課

２　研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び成果等に関する目標を達成するための措置

31 　地域社会や産業界と連携し、新潟県をはじめとする地域が抱える諸課題等
をテーマとする研究を推進し、研究成果を地域社会や産業界に還元する。

教務学生課
業務推進部

32 　国内外の大学や研究機関との交流を促進し、研究水準の向上を目指して
ワークショップやカンファレンス等を開催するとともに、国際的なプロジェクトや研
究に取り組む。

業務推進部
企画課

33 　新潟の地域特性を活かした研究やプロジェクトを推進し、大学の発信力向上
に努める。

業務推進部
企画課

34 　研究成果を公正・的確に評価するよう、評価方法の見直しを進める。 総務課
企画課

（２）研究の充実体制の充実・強化に関する目標を達成するための措置

35   大学高度化推進事業を実施し、機動的に重点事業への予算配分を行う。 財務課

36 　研究成果及び学内学会誌をリポジトリに登録し、コンテンツの充実を図る。 教務学生課



３　地域貢献・国際化に関する目標を達成するための措置

（１）教育研究などにおける地域や社会との連携・協力に関する目標を達成するための措置

37 　国や自治体、地域の各種団体等からの要請に応じて、各種審議会・委員会
等へ積極的に参画し、各教員の専門性を社会へ還元する。

総務課
企画課

38 　自治体や他大学との連携事業に積極的に参画し、その活動を広く情報発信
する。

業務推進部

39 　本学の教育・研究の特色を生かし、産学官連携や社会人等のニーズにも対
応できるように、多様な学習機会を提供する。

業務推進部

40 　県内教育機関や自治体との連携により、次世代を担う中高生等が本学の教
育・研究に興味を持つきっかけとなるような事業を実施する。

業務推進部

（２）産学官連携の推進に関する目標を達成するための措置

41 　産業界、大学、行政等との産学官金連携や地域連携活動を大学全体で推
進し、情報発信する。

業務推進部

42 　地域連携センターニュース、大学案内、ウェブサイト等の広報媒体を活用し
て本学の教育・研究情報を学外へ発信するとともに、本学教員へ共同研究の
案内について情報提供を行う。

業務推進部

（３）国際化の推進に関する目標を達成するための措置

43 　ICTを活用して海外の大学等との交流や教育連携に取り組むほか、海外研
修・フィールドワークや交換・派遣留学等を通した対面での人的交流の再開・
推進に向けて準備を進める。

国際交流課

44 　留学生や日本人学生に、地域や国際交流団体が実施するイベントへの参
加を呼びかけるなど、本学学生、留学生等が地域の人たちと交流を図り、県
民をはじめとした様々な人たちの多文化理解や地域の国際化に資する取組を
行う。

国際交流課

第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

45 　理事長・学長が指導力・統率力を発揮し、戦略的・機動的な法人・大学運
営を行うことができるよう、必要に応じて適宜体制の見直し等を行う。

総務課

46 　新型コロナウイルス感染症の対策等を踏まえた効率的かつ柔軟な予算配分
を行う。

財務課

47 　法人評価委員会の評価や大学認証評価等、学外の評価や意見を学内で
共有して内部質保証に活用し、大学運営に適切に反映させる。

企画課

48 　監事と密な連係を図りつつ意見交換を行うとともに、監査結果を大学運営に
反映させる。

財務課



２　人事の適正化に関する目標を達成するための措置

49 　教職員が職務を効率的かつ効果的に遂行できるよう、柔軟かつ弾力的な人
事制度の検討や運用を行う。

総務課

50 　教職員評価システムを適切に運用し、評価結果に基づいた適正な処遇を行
う。

総務課

51 　教職員の採用は、原則として公募により、求める人材像や要件を明確にして
適切な人材を確保する。

総務課

３　事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

52 　業務内容や業務量に応じて適宜事務組織を見直し、より効率的で効果的な
運営を図る。

総務課

53 　事務処理の簡素化・平準化・迅速化に繋がる見直しを行い、事務の効率化
と経費削減を推進する。

総務課

第３　財務内容の改善に関する目標を達成するための措置

１　外部研究資金その他自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

54 　科学研究費補助金をはじめ、外部資金等に関する情報を的確に教員に提
供するとともに、受託研究の実施等に係る対象機関との調整、手続き等を適
切に行う。

財務課

55 　教員の教育研究活動について広く公開できるように取り組む。 財務課

56 　自己収入の増加に寄与する事務・事業の検討を行う。 財務課

２　経費の節減に関する目標を達成するための措置

57 　教育研究水準の維持・向上に配慮しつつ、計画的な人員配置を行う。 総務課

58 　教職員のコスト意識を高めるための啓発活動に取り組む。 財務課

59 　管理的経費に係る契約更新にあたり、契約期間の複数年化の検討や契約
内容の精査により、経費の節減を図る。

財務課

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

60 　固定資産の棚卸しにより台帳整理を確実に行うとともに、予算の執行状況を
見定め、安全確実に資金の運用・管理を行う。

財務課

61 　新型コロナウイルス感染症の状況を考慮した上で、地域活動、学会、検定、
講演会等の会場として施設を活用する。

総務課



第４　自己点検・評価、外部評価の実施及び評価結果の活用に関する目標を達成するための措置

１　自己点検・評価、外部評価の実施及び評価結果の活用に関する目標を達成するための措置

62 　自己点検・評価や法人評価委員会及び令和3年度に受審した認証評価に
よる外部評価の結果等を公表するとともに、教育研究活動や業務内容の適
切な改善を行う。

企画課

２　情報提供に関する目標を達成するための措置

63 　大学ウェブサイトやソーシャルメディアを積極的に活用し、大学の教育研究
活動及び法人運営状況等に係る情報について適正に情報公表を行う。

業務推進部

第５　その他業務運営に関する重要事項を達成するための措置

１　コンプライアンスの推進に関する目標を達成するための措置

64 　教職員に対して、研修会やe-ラーニング等を通じてコンプライアンスの啓発
を行い、一部研修については、受講を必須とする仕組みを検討する。
　また、コンプライアンスの推進に向け、内部統制システムの検討及び整備を
推進する。

総務課
財務課

２　施設の効率的整備に関する目標を達成するための措置

65 　施設の維持管理を適切に実施するとともに、不具合が生じた場合については
早急な対応を行う。また、施設整備計画の策定を進め、計画に基づいた整備
を行う。

総務課
財務課

３　安全管理に関する目標を達成するための措置

66 　オリエンテーション等の機会を通じ、防犯、薬物、消費生活に関する啓発を
行うほか、学生生活に関する注意喚起を行う。

教務学生課

67 　新型コロナウイルス感染症の流行状況に応じ適切な感染拡大防止策を講じ
るなど、安全で衛生的な環境づくりを行う。

総務課

68 　教職員の危機管理意識を高める取組として、消防訓練、救急救命講習を継
続して実施する。

総務課

４　情報管理に関する目標を達成するための措置

69 　情報セキュリティポリシーに基づく組織的な情報セキュリティ管理体制のも
と、サイバーセキュリティ対策基本計画等の必要な見直しを行い、これに基づ
き、情報管理を適切に行う。

総務課



５　人権に関する目標を達成するための措置

70 　各種ハラスメント等の人権侵害を防止するため、教職員や学生等に対して
定期的に研修会を実施するとともに、学内制度・相談体制の周知活動を強化
する。

総務課

71 　学内における多様な人材の勤務上の課題分析を行い、その結果に基づいて
男女共同参画の推進に寄与する施策を立案する。

総務課

６　環境保全の推進に関する目標を達成するための措置

72 　環境に配慮した省エネルギーやリサイクルの推進を目的として、廃棄物の分
別化などを徹底する。

総務課



○　新潟県立大学第３期（R３-R８）　令和４年度計画　【指標】

別表１（教育指標）

考　え　方 達成年度 目標値

国際地域学部UNP Level 毎年度
卒業生の50％以上がUNP

Level B1.3以上（TOEIC730
点以上に相当）

人間生活学部UNP Level 毎年度
卒業生の50％以上がUNP

Level A2.3以上（TOEIC500
点以上に相当）

国際経済学部UNP Level 毎年度
卒業生の25％以上がUNP

Level B1.3以上（TOEIC730
点以上に相当）

管理栄養士の合格率 毎年度 100%

社会福祉士の合格率 毎年度 85%

国際地域学部国際地域学科
志願者数／募集定員

最終年度 7.8倍

人間生活学部子ども学科
志願者数／募集定員

最終年度 5.9倍

人間生活学部健康栄養学科
志願者数／募集定員

最終年度 5.4倍

国際経済学部国際経済学科
志願者数／募集定員

最終年度 7.4倍

4 授業内容満足度 5段階評価の上位2位／回答数 毎年度 85%

5 離学した学生の割合 退学者数／入学者数 毎年度 1%未満

6 教員の学生サポート満足度（学習、進学） 5段階評価の上位2位／回答数 毎年度 80%

7 就職希望者の就職率 就職者数／就職希望者数 毎年度 100%

8 新卒者の県内就職数 就職者数／年 最終年度 150人

9 卒業生の就職・進学満足度 5段階評価の上位2位／回答数 毎年度 90%

受入者数／年 毎年度 2６人

派遣者数／年 毎年度 117人

11 大学院の定員充足率 入学者数／入学定員 計画期間中 100%

＊３　国際地域学部　　　R3：7.9倍、R4：7.8倍、R5：7.7倍、R6：7.5倍、R7：7.4倍、R8：7.2倍

　　　 人間生活学部

　　　 　　子ども学科　　　R3：6.1倍、R4：5.9倍、R5：5.8倍、R6：5.7倍、R7：5.6倍、R8：5.5倍

　　　 　　健康栄養学科　R3：5.5倍、R4：5.4倍、R5：5.3倍、R6：5.2倍、R7：5.1倍、R8：5.0倍

　　　 国際経済学部　　　R3：7.5倍、R4：7.4倍、R5：7.2倍、R6：7.1倍、R7：7.0倍、R8：6.9倍

　　＊８　R3～R4：150人、R5～Ｒ8：200人（国際経済学部第1期生がR5に卒業すること等を反映）

　　 *11　中期計画期間中に達成することを目標とし、最終年度に計画期間中の実績から評価する。

3 志願倍率

10
留学生の受入・派遣数

（参考指標：学生に占める外国人留学生の割合）

　（人口減少率を考慮し、年度ごとに逓減）

令和４年度計画

項　　目

1
卒業時の英語能力（世界的に認められた標
準的な能力評価テストを活用）

2
国家資格の取得率（管理栄養士、社会福祉
士等）



○　新潟県立大学第３期（R３-R８）　令和４年度計画　【指標】

令和４年度計画

別表２（研究指標）

考　え　方 達成年度 目標値

12 受託・共同研究件数 契約件数／年 毎年度 17件

13 科学研究費補助金等の出願件数・比率 出願件数・比率／年 毎年度 40%
（※件数は毎年の出願可能者数から設

定）

論文数／年 毎年度 154編

査読付き論文数／年 毎年度 86編

英語論文数／年 毎年度 55編

15 学会報告件数 報告件数／年 毎年度 154件

16 著書・美術作品・音楽活動等の発表数 発表数／年 毎年度 63件

17 論文の引用件数等
一人当たりのGoogle Scholar検
索ヒット数／年

毎年度 14件

別表３（地域貢献・国際化指標）

考　え　方 達成年度 目標値

18 卒業生を採用した企業の満足度 5段階評価の上位2位／回答数 毎年度 80%

19 新卒者の県内就職数（再掲） 就職者数／年 最終年度 150人

聴講者数／年 毎年度 1,350人

教員参画数／年 毎年度 43人

21 受託・共同研究件数（再掲） 契約件数／年 毎年度 17件

22 国・地方自治体の審議会等の委員委嘱数 委嘱数／年 毎年度 90件

23 大学・教員がマスメディアに取り上げられた件数 新聞等の掲載数／年 毎年度 125件

国際地域学部UNP Level 毎年度
卒業生の50％以上がUNP

Level B1.3以上（TOEIC730
点以上に相当）

人間生活学部UNP Level 毎年度
卒業生の50％以上がUNP

Level A2.3以上（TOEIC500
点以上に相当）

国際経済学部UNP Level 毎年度
卒業生の25％以上がUNP

Level B1.3以上（TOEIC730
点以上に相当）

受入者数／年 毎年度 2６人

派遣者数／年 毎年度 117人

＊19　8の再掲

＊24　1の再掲

24
卒業時の英語能力（世界的に認められた標
準的な能力評価テストを活用）（再掲）

25
留学生の受入・派遣数（再掲）

（参考指標：学生に占める外国人留学生の割合）

20 公開講座などの聴講者数・教員参画数

項　　目

14
論文数（査読の有無で区分及び英語論文
数）

項　　目



○　新潟県立大学第３期（R３-R８）　令和４年度計画　【指標】

令和４年度計画

別表４（業務運営指標）

考　え　方 達成年度 目標値

26 事務局の学生サポート満足度（学生生活、就職） 5段階評価の上位2位／回答数 毎年度 75％

別表５（財務内容指標）

考　え　方 達成年度 目標値

国際地域学部国際地域学科
志願者数／募集定員

最終年度 7.8倍

人間生活学部子ども学科
志願者数／募集定員

最終年度 5.9倍

人間生活学部健康栄養学科
志願者数／募集定員

最終年度 5.4倍

国際経済学部国際経済学科
志願者数／募集定員

最終年度 7.4倍

28 科学研究費補助金等の獲得金額 獲得金額／年 毎年度 38百万円

29 外部研究資金比率
外部研究資金／経常収益（退職
金分を除く）

毎年度 3%

30 自己収入比率
自己収入／経常収益（退職金分
を除く）

毎年度 55%

31 教育研究費比率
教育研究費／経常収益（退職金
分を除く）

毎年度 20%

＊27　３の再掲

項　　目

27 志願倍率（再掲）

項　　目



○　新潟県立大学第３期（R3-R8）　令和４年度計画　【予算】

第６　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

　１　予算

（単位：百万円）
区　　　分

　収入
　　 運営費交付金 682
　　　　運営費交付金（施設整備を除く） 600
　　　　運営費交付金（施設整備） 82
　　 自己収入 973
　　　　授業料及び入学検定料収入 960
　　　　雑収入 13
　 　受託研究等収入及び寄附金収入等 0
　　 目的積立金取崩収入 120

計 1,775

　支出
　 　業務費 1,575
　　　　教育研究経費 296
　　　　人件費 1,217
　　　　一般管理費 62
　　 受託研究等経費及び寄附金事業費等 0
　　 施設整備費 82
　　 新学部施設整備費 118

計 1,775

令和４年度計画

令和4年度

金　　　額



○　新潟県立大学第３期（R3-R8）　令和４年度計画　【予算】

令和４年度計画

　２　収支計画

（単位：百万円）
区　　　分

　費用の部
　 　経常経費 1,811
　　　　業務費 1,505
　　　　　　教育研究経費 288
　　　　　　受託研究費等 0
　　　　　　人件費 1,217
　　　　一般管理費 62
　　　　施設整備費 82
　　　　新学部施設整備費 118
　　　　財務費用 0
　　　　雑損 0
　　　　減価償却費 44
　　 臨時損失 0

　収入の部
　 　経常収益 1,691
　　　　運営費交付金収益 682
　　　　授業料収益 756
　　　　入学金収益 152
　　　　検定料収益 52
　　　　受託研究等収益 0
　　　　寄附金収益 0
　　　　財務収益 0
　　　　雑益 13
　　　　資産見返運営費交付金等戻入 35
　　　　資産見返寄附金戻入 1
　　　　資産見返物品受贈額戻入 0
　　 臨時利益 0
　純利益 △ 120
　目的積立金取崩額 120
　総利益 0

令和4年度

金　　　額



○　新潟県立大学第３期（R3-R8）　令和４年度計画　【予算】

令和４年度計画

　３　資金計画

（単位：百万円）
区　　　分 金　　　額

　資金支出 1,775
　　 業務活動による支出 1,712
　　 投資活動による支出 55
　　 財務活動による支出 8
　　 次期中期目標期間への繰越金 0

　資金収入 1,775
　　 業務活動による収入 1,655
　　　　運営費交付金による収入 682
　　　　授業料及び入学金検定料による収入 960
　　　　受託研究等収入 0
　　　　その他の収入 13
　　 投資活動による収入 0
　　 財務活動による収入 0
　　 前期（中期目標期間からの）繰越金 120

令和4年度



○　新潟県立大学第３期（R3-R8）　令和４年度計画　【予算】

令和４年度計画

第７　短期借入金の限度額

　１　短期借入金の限度額
　　２億円

　２　想定される理由

第８　出資等に係る不要財産の処分に関する計画
　　 老朽化に伴い、建物（３号館）を解体する。

第９　出資等に係る不要財産以外の重要な財産を譲渡し、または担保に供する計画

　 　なし

第10　剰余金の使途

第11　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

　１　施設及び設備に関する計画
　　計画的・効率的な修繕及び維持管理を行う。

　２　人事に関する計画

　３　積立金の使途
　　なし

　４　その他法人の業務運営に関し必要な事項
　　なし

　 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要とな
る対策費として借り入れることが想定される。

　 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上並びに
組織運営及び施設設備の改善に充てる。

　　大学の教育研究等の質の向上に関する目標や業務運営の改善及び
効率化に関する目標を達成するため定数管理等の計画を策定し、人材の
養成や人件費の適正な管理を行う。




